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資 料 ３ 

地方独立行政法人三重県立総合医療センターにかかる役員報酬規程 

及び退職手当規程の改正について 

 

特定地方独立行政法人三重県立総合医療センターにおいて、役員に対する報酬

や退職手当に関する規程の変更を行った場合、三重県に届出を行う必要があり、

この届出があった場合、三重県は、評価委員会にその内容を通知することとなっ

ています。 

評価委員会は、この通知を受けた場合、国及び地方公共団体の職員の給与等に

照らして、当該規程が適正であるかどうかについて意見を申し出ることができま

す。[※地方独立行政法人法第 49 条（３頁参照）] 

法人では、令和５年度末に次の２件について規程改正が行われましたので、ご

意見をお伺いします。 

 

 

１．役員報酬規程の改正（賞与支給割合改定に伴う規程改正）   

(1) 改正経緯 

  三重県では、特別職に属する国家公務員の期末手当の支給割合等の改定に鑑み、

知事等特別職に属する職員の期末手当の支給割合について改定を行うこととし

ています。 

  これを踏まえて、知事等三重県の特別職に属する職員に準じ定められている法

人役員にかかる賞与の支給割合についても、県に準じて以下のとおり支給割合の

改定を行うこととし、役員報酬規程について、必要な規定整備を行いました。 

  

(2) 改正内容 

賞 与 年間支給割合の引上げ 

      現行３３０/１００ → 改定後３４０/１００ （＋１０／１００） 
 

【改定前】 

 ６月期 １２月期 

現 行 165/100 165/100 

 

【改定後】 

 ６月期 １２月期 

令和５年度 165/100 175/100 

令和６年度以降 170/100 170/100 
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  ※参考：支給割合の変遷 

   [H30]    [R1]    [R2]    [R3]    [R4]    [R5] 

   335/100 → 340/100 → 335/100 → 325/100 → 330/100 → 340/100 

                          ※２年連続で引上げ改定 

 

 

２．役員退職手当規程の改正 

(1) 改正経緯 

  三重県が策定した「県退職者にかかる出資法人の役員及び職員の給与等に関す

る取扱方針」を踏まえ、三重県職員定年退職後に法人の役員として任命された者

に対する退職手当に関する規定の整備を行いました。 

 

(2) 改正内容 

  退職手当を支給しないものとして、三重県を定年等退職し退職手当の支給を受

けた後、役員として任命された者を加える。（令和６年４月１日施行） 

 ※ 退職手当の重複支給を行わないための規定です。 

  

県退職者にかかる出資法人の役員及び職員の給与等に関する取扱方針（抜粋） 

 

１ 目的 

この方針は、県の退職者であって、県が資本金、基本金その他これらに準ずるも

のを出資する法人（以下「出資法人」という。）に勤務する常勤役員及び職員の給与

に関する取扱を定め、出資法人の管理の適正化を図ることを目的とする。 

 

３ 給与の基準 

(1)  常勤役員及び職員の給与は、以下のとおりとする。 

①  常勤役員及び職員の給与は、給料及び「職員の給与に関する条例」（昭和 29 年三

重県条例第 67 号）第 11条に定める手当のうち、当該出資法人の組織、業務内容等

を勘案し、出資法人の給与規程で定めた手当を支給するものとする。ただし、退職

手当については、支給しないものとする。 

※ これまで、法人では該当する者がいなかったため規定されていませんでした。 

 ※ 役員退職手当規程の改正に併せて、職員退職手当規程についても、同様の改

正が行われています。 
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関係法令／地方独立行政法人法（抜粋） 

 

（役員の報酬等）  

第四十八条  特定地方独立行政法人の役員に対する報酬及び退職手当（以下こ

の条、次条及び第五十六条第一項において「報酬等」という。）は、その役員の

業績が考慮されるものでなければならない。  

２  特定地方独立行政法人は、その役員に対する報酬等の支給の基準を定め、こ

れを設立団体の長に届け出るとともに、公表しなければならない。これを変更

したときも、同様とする。  

３ 前項の報酬等の支給の基準は、国及び地方公共団体の職員の給与を参酌し、

かつ、他の特定地方独立行政法人及び民間事業の役員の報酬等、当該特定地方

独立行政法人の業務の実績及び認可中期計画の第二十六条第二項第三号の人

件費の見積りその他の事情を考慮して定められなければならない。 

 

（評価委員会の意見の申出）  

第四十九条  設立団体の長は、前条第二項の規定による届出があったときは、そ

の届出に係る報酬等の支給の基準を評価委員会に通知するものとする。  

２  評価委員会は、前項の規定による通知を受けたときは、当該通知に係る報酬

等の支給の基準が前条第三項の規定に照らして適正なものであるかどうかに

ついて、設立団体の長に対し、意見を申し出ることができる。 
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○地方独立行政法人三重県立総合医療センター役員報酬規程 新旧対照表① 

改正後 改正前 

（賞与） 

第６条 （略） 

２ 賞与の額は、それぞれの基準日現在（退職

し又は死亡した役員にあっては、退職し又は

死亡した日現在）において当該役員が受ける

べき基本報酬の月額に１００分の１４５を

乗じて得た額に、１００分の１７５を乗じて

得た額に、基準日以前６ヶ月以内の期間にお

けるその者の在職期間の区分に応じ、当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） 

３～７ （略） 

 

附 則 

１ この規程は、令和５年１２月１９日から施

行する。 

２ 改正後の規程第６条の規定（次項におい

て「新規程の規定」という。）は、令和５

年１２月の期末手当から適用する。 

 （期末手当の内払） 

３ 改正前の規程第６条の規定に基づいて令

和５年１２月に支給された期末手当は、新

規程の規定による期末手当の内払とみな

す。 

 

（賞与） 

第６条 （略） 

２ 賞与の額は、それぞれの基準日現在（退職

し又は死亡した役員にあっては、退職し又は

死亡した日現在）において当該役員が受ける

べき基本報酬の月額に１００分の１４５を

乗じて得た額に、１００分の１６５を乗じて

得た額に、基準日以前６ヶ月以内の期間にお

けるその者の在職期間の区分に応じ、当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） 

３～７ （略） 
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○地方独立行政法人三重県立総合医療センター役員報酬規程 新旧対照表② 

改正後 改正前 

（賞与） 

第６条 （略） 

２ 賞与の額は、それぞれの基準日現在（退職

し又は死亡した役員にあっては、退職し又は

死亡した日現在）において当該役員が受ける

べき基本報酬の月額に１００分の１４５を

乗じて得た額に、１００分の１７０を乗じて

得た額に、基準日以前６ヶ月以内の期間にお

けるその者の在職期間の区分に応じ、当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） 

３～７ （略） 

 

附 則 

この規程は、令和６年４月１日から施行す

る。 

 

（賞与） 

第６条 （略） 

２ 賞与の額は、それぞれの基準日現在（退職

し又は死亡した役員にあっては、退職し又は

死亡した日現在）において当該役員が受ける

べき基本報酬の月額に１００分の１４５を

乗じて得た額に、１００分の１７５を乗じて

得た額に、基準日以前６ヶ月以内の期間にお

けるその者の在職期間の区分に応じ、当該各

号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１）～（４） （略） 

３～７ （略） 
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○地方独立行政法人三重県立総合医療センター役員退職手当規程 新旧対照表 

改  正  後 改  正  前 

（退職手当の支給） （退職手当の支給） 

第２条 退職手当は、役員が退職し、又は解任

された場合に、その者（死亡による退職の場

合には、その遺族）に支給する。 

２ 職員（地方独立行政法人三重県立総合医

療センター職員就業規則第２条第１項に規

定する常勤職員をいう。）を兼務する役員に

は、この規程による退職手当は支給しない。 

３ 役員となった日以前に定年又は応募認定

により三重県を退職し、三重県退職手当条

例（昭和２９年三重県条例第６１号。以下

「退職手当条例」という。）の規定により退

職手当の支給を受けている役員には、この

規定による退職手当は支給しない。 

（三重県職員として在職した後引き続いて役

員となった者に対する退職手当に係る特

例） 

第７条 役員のうち、理事長の要請に応じ、引

き続いて三重県職員（退職手当条例第１条

に規定する職員をいう。以下同じ。）となる

ため退職をし、かつ引き続き三重県職員と

して在職した後引き続いて再び役員となっ

た者の在職期間の計算については、先の役

員としての在職期間の始期から後の役員と

しての在職期間の終期までの期間は、役員

としての引き続いた在職期間とみなす。 

 

 

２～４ （略）  

 

第２条 退職手当は、役員が退職し、又は解任さ

れた場合に、その者（死亡による退職の場合に

は、その遺族）に支給する。 

２ 職員（地方独立行政法人三重県立総合医療

センター職員就業規則第２条第１項に規定す

る常勤職員をいう。）を兼務する役員には、こ

の規程による退職手当は支給しない。 

 

 

 

 

 

 

（三重県職員として在職した後引き続いて役

員となった者に対する退職手当に係る特

例） 

第７条 役員のうち、理事長の要請に応じ、

引き続いて三重県職員（三重県職員退職手

当支給条例（昭和２９年三重県条例第６１

号。以下「退職手当条例」という。）第１条

に規定する職員をいう。以下同じ。）とな

るため退職をし、かつ引き続き三重県職員

として在職した後引き続いて再び役員とな

った者の在職期間の計算については、先の

役員としての在職期間の始期から後の役員

としての在職期間の終期までの期間は、役

員としての引き続いた在職期間とみなす。 

２～４ （略）  

附 則 

この規程は、令和６年４月１日から施行 

する。 
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地方独立行政法人三重県立総合医療センター役員報酬規程 ＜※改正後全文＞ 

 

平成 24 年 4 月 1 日 

              規 程 第 ２ ７ 号 

[沿革]平成２６年１２月１５日一部改正 

[沿革]平成２７年 ３月１１日一部改正 

[沿革]平成２８年 ２月２９日一部改正 

[沿革]平成２８年 ３月２４日一部改正 

[沿革]平成３０年 ３月１１日一部改正 

 [沿革]平成３０年１２月１９日一部改正 

[沿革]平成３１年 ３月２５日一部改正 

[沿革]令和 元年１２月１８日一部改正 

[沿革]令和 ２年 ３月１３日一部改正 

[沿革]令和 ２年１２月１５日一部改正 

[沿革]令和 ３年１２月１６日一部改正 

[沿革]令和 ４年 ３月 １日一部改正 

[沿革]令和 ４年１２月２２日一部改正 

[沿革]令和 ５年 ２月２２日一部改正 

[沿革]令和 ５年１２月１９日一部改正 

[沿革]令和 ６年 ３月１９日一部改正 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、地方独立行政法人三重県立総合医療センター（以下「法人」という。）の

理事長、副理事長、理事及び監事（以下「役員」という。）の報酬に関し必要な事項を定める

ものとする。 

 

（役員の報酬） 

第２条 役員の報酬は、次の各号に定めるところにより支給する。 

（１）常勤役員  基本報酬、通勤手当及び賞与 

（２）非常勤役員 非常勤役員手当 

２ 前項の規定にかかわらず、地方独立行政法人三重県立総合医療センター職員給与規程の適

用を受ける職員（以下「職員」という。）が役員を兼ねるときは、第４条第３項の規定による

ほか、役員の報酬については支給しない。 

 

（報酬の支給日） 

第３条 常勤役員の報酬の支給日は、給与規程第４条の例に準じる。 

２ 非常勤役員の報酬の支給日は、地方独立行政法人三重県立総合医療センター非常勤職員就

業規則第２８条の例に準じる。 

 

（基本報酬） 
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第４条 常勤役員の基本報酬の月額は、次の各号に掲げる役員の区分に応じて、当該各号に定

める額の範囲内で理事会において定める額とする。 

（１）理事長 ８０８，０００円 

（２）副理事長 ６４７，０００円 

（３）理事 ５６６，０００円 

２ 理事会は、常勤役員の職務経験、実績及び職務の困難度その他の要素を総合的に勘案して、

必要と認める場合は、前項の規定にかかわらず、前項各号に掲げる役員の区分に応じて、当

該各号に定める額に１００分の１２０を乗じて得た額の範囲内において当該役員の基本報酬

の月額を定めることができるものとする。 

３ 前２項の規定にかかわらず、職員が理事長又は副理事長を兼務する場合の基本報酬の月額

は、次の各号に定める額とする。 

（１）理事長 給与規程に基づき職員が受けるべき給料の月額に１００分の１０を乗じて得た

額 

（２）副理事長 給与規程に基づき職員が受けるべき給料の月額に１００分の５を乗じて得た

額 

 

（通勤手当） 

第５条 常勤役員の通勤手当の額及び支給に関しては、職員の例による。 

 

（賞与） 

第６条 賞与は、毎年６月１日及び１２月１日（以下「基準日」という。）にそれぞれ在職する

常勤役員に対して支給する。これらの基準日前１ヶ月以内に退職し、又は死亡した場合も同

様とする。 

２ 賞与の額は、それぞれの基準日現在（退職し又は死亡した役員にあっては、退職し又は死

亡した日現在）において当該役員が受けるべき基本報酬の月額に１００分の１４５を乗じて

得た額に、１００分の１７０を乗じて得た額に、基準日以前６ヶ月以内の期間におけるその

者の在職期間の区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

（１）６ヶ月 １００分の１００ 

（２）５ヶ月以上６ヶ月未満 １００分の８０ 

（３）３ヶ月以上５ヶ月未満 １００分の６０ 

（４）３ヶ月未満 １００分の３０ 

３ 前項に規定する賞与の額について、理事長は、地方独立行政法人三重県立総合医療センタ

ー評価委員会が行う法人の業績評価の結果及び当該役員としての業務に対する貢献度等を総

合的に勘案し、同項の規定による賞与の額の１００分の１０の範囲内で、これを増額し又は

減額することができるものとする。 

４ 基準日以前６ヶ月以内の期間における次の各号に掲げる期間は、第２項の在職期間に算入

する。 

（１）職員が役員となるため地方独立行政法人三重県立総合医療センター職員退職手当規程に

基づく退職手当を支給されることなく退職し、かつ、引き続いて役員となった場合におけ

るその者の職員としての在職期間 

（２）三重県職員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引き続き役員となるた
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め三重県職員退職手当支給条例（昭和２９年三重県条例第６１号）に基づく退職手当を支

給されることなく退職し、かつ、引き続いて役員となった場合におけるその者の三重県職

員としての在職期間 

５ 基準日前１ヶ月以内に役員を退職し、かつ、引き続いて職員となった場合又は三重県職員

に復帰した場合には、第１項後段の規定にかかわらず、賞与は支給しない。 

６ 第１項から第３項までの規定にかかわらず、役員が懲戒処分相当の行為をしたとき又は職

員の不祥事等において役員の監督責任を問うべきものと理事会が判断した場合には、賞与の

全部又は一部を支給しないことができる。 

７ 前項に規定するもののほか、賞与の不支給、一時差止処分その他賞与の支給に関しては、

職員の例による。 

 

（日割計算） 

第７条 新たに常勤役員となった者には、その日から基本報酬を支給する。 

２ 常勤役員が退職し、又は解任された場合には、その日までの基本報酬を支給する。 

３ 常勤役員が死亡により退職した場合には、その月までの基本報酬を支給する。 

４ 第１項及び第２項の規定により基本報酬を支給する場合における日割計算の方法について

は、職員の例による。 

 

（非常勤役員手当） 

第８条 非常勤役員手当は、次の各号のとおりとする。 

（１）理事 日額３０，０００円 

（２）監事 日額３０，０００円 

２ 非常勤役員の通勤に要する費用の相当額は費用弁償とし、地方独立行政法人三重県立総合

医療センター職員旅費規程の例に準じて支給する。 

 

（報酬の支払方法） 

第９条 役員の報酬は、当該役員の本人名義の預貯金口座への振込の方法により、その全額を

支払うものとする。ただし、法令等に基づき役員の報酬から控除すべき金額がある場合は、

その役員に支払うべき報酬の金額から、その金額を控除して支払うものとする。 

 

（端数の処理） 

第１０条 この規程により計算した報酬の額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨

てるものとする。 

 

（補則） 

第１１条 この規程の実施に関し必要な事項は、給与規程の例によるほか、別に定める。 

 

附 則 

１ この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ 職員が理事長又は副理事長を兼務する場合の基本報酬の月額については、この規程の施行

の日から当分の間、第４条第３項の規定に基づく基本報酬を支給しないものとする。 
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附 則 

１ この規程は、平成２６年１２月１５日から施行する。 

２ 改正後の規程第６条の規定（次項において「新規程の規定」という。）は、平成２６年１

２月の期末手当から適用する。 

 （期末手当の内払） 

３ 改正前の規程第６条の規定に基づいて平成２６年１２月に支給された期末手当は、新規程

の規定による期末手当の内払とみなす。 

 

附 則 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規程は、平成２８年２月２９日から施行する。 

２ 改正後の規程第６条の規定（次項において「新規程の規定」という。）は、平成２７年１

２月の期末手当から適用する。 

 （期末手当の内払） 

３ 改正前の規程第６条の規定に基づいて平成２７年１２月に支給された期末手当は、新規程

の規定による期末手当の内払とみなす。 

 

附 則 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規程は、平成３０年１２月１９日から施行する。 

２ 改正後の規程第６条の規定（次項において「新規程の規定」という。）は、平成３０年１

２月の期末手当から適用する。 

 （期末手当の内払） 

３ 改正前の規程第６条の規定に基づいて平成３０年１２月に支給された期末手当は、新規程

の規定による期末手当の内払とみなす。 

 

附 則 

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規程は、令和元年１２月１日から施行する。 

２ 改正後の規定第６条の規定（次項において「新規程の規定」という。）は、令和元年１２月
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の期末手当から適用する。 

（期末手当の内払） 

３ 改正前の規程第６条の規定に基づいて令和元年１２月に支給された期末手当は、新規程の

規定による期末手当の内払いとみなす。 

 

附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、令和２年１２月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、令和３年１２月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規程は、令和４年１２月２２日から施行する。 

２ 改正後の規定第６条の規定（次項において「新規程の規定」という。）は、令和４年１２月

の期末手当から適用する。 

（期末手当の内払） 

３ 改正前の規程第６条の規定に基づいて令和４年１２月に支給された期末手当は、新規程の

規定による期末手当の内払いとみなす。 

 

附 則 

この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

１ この規程は、令和５年１２月１９日から施行する。 

２ 改正後の規程第６条の規定（次項において「新規程の規定」という。）は、令和５年１２

月の期末手当から適用する。 

 （期末手当の内払） 

３ 改正前の規程第６条の規定に基づいて令和５年１２月に支給された期末手当は、新規程の

規定による期末手当の内払とみなす。 

 

附 則 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 
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地方独立行政法人三重県立総合医療センター役員退職手当規程  ＜※改正後全文＞ 

 

平成 24 年 4 月 1 日 

              規 程 第 ２ ８ 号 

［沿革］令和 ６年 ３月１９日一部改正 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、地方独立行政法人三重県立総合医療センター（以下「法人」という。）の

役員（非常勤の役員を除く。以下同じ。）の退職手当に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（退職手当の支給） 

第２条 退職手当は、役員が退職し、又は解任された場合に、その者（死亡による退職の場合

には、その遺族）に支給する。 

２ 職員（地方独立行政法人三重県立総合医療センター職員就業規則第２条第１項に規定する

常勤職員をいう。）を兼務する役員には、この規程による退職手当は支給しない。 

３ 役員となった日以前に定年又は応募認定により三重県を退職し、三重県退職手当条

例（昭和２９年三重県条例第６１号。以下「退職手当条例」という。）の規定により退

職手当の支給を受けている役員には、この規定による退職手当は支給しない。  

 

（退職手当の支払） 

第３条 退職手当は、法令に定めのある場合を除き、その全額を、通貨で、直接前条第１項に規

定する者に支払う。ただし、同項に規定する者の同意を得た場合又は同項に規定する者から

の申出のある場合には、同項に規定する者が指定する金融機関等の口座に振込みを行う方法

により支払うことができる。 

２ 前項の退職手当の支払は、役員が退職し、又は解任された日が属する事業年度に係る地方独

立行政法人三重県立総合医療センター評価委員会（以下「評価委員会」という。）が行う法人

の業績評価の結果について評価委員会から通知のあった日から起算して１月以内に行う。た

だし、死亡により退職した者に対する退職手当の支給を受けるべき者を確知することができ

ない場合その他特別の事情がある場合は、この限りでない。 

 

（退職手当の額） 

第４条 退職手当の額は、役員としての在職期間１ヶ月につき、退職した日におけるその者の

基本報酬の月額に１００分の１２．５の割合を乗じて得た額とする。 

２ 理事長は、評価委員会が行う法人の業績評価の結果及び当該役員としての業務に対する貢

献度等を総合的に勘案し、前項に規定する退職手当の額の１００分の１０の範囲内で、これ

を増額し、又は減額することができるものとする。 

 

（在職期間の計算） 

第５条 役員としての在職期間の月数の計算については、任命の日から起算して暦に従って計

算するものとし、１月に満たない端数を生じたときは１月と計算する。 
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（職員から引き続いて役員となる場合の特例） 

第６条 職員が、役員となるため地方独立行政法人三重県立総合医療センター職員退職手当規

程（以下「職員退職手当規程」という。）に基づく退職手当を支給されることなく退職し、か

つ、引き続いて役員となった場合における第４条第１項にいう役員としての引き続いた在職

期間には、その者の職員としての在職期間を含むものとする。 

２ 前項の規定に該当する役員が退職し又は解任され、かつ、引き続いて職員となった場合に

おいては、この規程による退職手当は支給しない。 

３ 第１項の規定に該当する役員のうち、前項に該当する者以外の者が退職した場合の退職手

当の額は、第４条各項の規定にかかわらず、第１項の役員としての引き続いた在職期間を職

員退職手当規程第１６条第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間とみなして同規

程を準用して得た額とする。 

 

（三重県職員として在職した後引き続いて役員となった者に対する退職手当に係る特例） 

第７条 役員のうち、理事長の要請に応じ、引き続いて三重県職員（退職手当条例第１条に規

定する職員をいう。以下同じ。）となるため退職をし、かつ引き続き三重県職員として在職し

た後引き続いて再び役員となった者の在職期間の計算については、先の役員としての在職期

間の始期から後の役員としての在職期間の終期までの期間は、役員としての引き続いた在職

期間とみなす。 

２ 三重県職員が、三重県知事（以下「知事」という。）の要請に応じ、引き続いて役員となる

ため退職をし、かつ、引き続いて役員となった場合におけるその者の役員としての引き続い

た在職期間には、その者の三重県職員としての引き続いた在職期間を含むものとする。 

３ 役員が第１項の規定に該当する退職をし、かつ、引き続いて三重県職員となった場合又は

前項の規定に該当する役員が退職し、かつ、引き続いて三重県職員となった場合においては、

別に定める場合を除き、この規程による退職手当は支給しない。 

４ 第２項の規定に該当する役員のうち前項に該当する者以外の者が退職した場合の退職手当

の額については、第４条各項の規定にかかわらず、当該退職の日に三重県職員に復帰し三重

県職員として退職したと仮定した場合の、第２項の役員としての在職期間（三重県職員とし

て引き続いた在職期間を含む。）を退職手当条例第７条に規定する勤続期間とみなし同条例の

規定を準用して計算した退職手当の額に相当する額とする。この場合において、当該退職の

日における給料月額については、当該役員が役員となるため三重県職員を退職した日におけ

る三重県職員としての給料の月額を基礎として、当該役員としての在職期間等を勘案し、別

に定める。 

 

（再任等の場合の取扱い） 

第８条 役員が任期満了の日又はその翌日において再び同一の役職の役員に任命されたときの

在職期間については引き継がないものとし、それぞれの任期ごとに退職手当を支給するもの

とする。任期満了の日以前又はその翌日において役職を異にする役員に任命されたときも同

様とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、前２条に規定する役員が任期満了の日又はその翌日において再

び同一の役職の役員に任命されたときは、在職期間を引き継ぐものとし、この規程による退

職手当は支給しない。任期満了の日以前又はその翌日において役職を異にする役員に任命さ
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れたときも同様とする。 

 

（退職手当の支給制限） 

第９条 退職手当は、地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第１７条第２項第２

号の規定により解任された役員には支給しない。 

２ 前項の規定は、第６条又は第７条の規定が適用される役員については適用しない。 

 

（退職手当の返納等の取扱い） 

第１０条 退職手当の返納等については、職員退職手当規程第２０条から第２２条までの規定

を準用する。 

 

（遺族の範囲及び順位等） 

第１１条 第２条に規定する遺族の範囲及びこれらの者が退職手当を受ける順位等については、

職員退職手当規程第３条の規定を準用する。この場合において、「職員」とあるのは「役員」

と読み替えるものとする。 

 

（端数の処理） 

第１２条 この規程の定めるところにより算出した退職手当の額に１円未満の端数があるとき

は、これを切り捨てるものとする。 

 

（雑則） 

第１３条 この規程に定めるもののほか、役員の退職手当に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 

 


